
（申請書類８） 

  （申請用）労働条件チェックシート 

 

施 設 名                  

団 体 名                  

【×】が付いた選択肢をチェックした場合、申請資格がないものとみなします。 

チェック項目 チェック結果 

１ 就業規則  

(1) 

常時使用する労働者が１０人以上である事業場

において、就業規則を作成し、労働者代表の意見を

添付して、労働基準監督署に届け出ているか。 

□ 就業規則を作成し、届け出ている。 

□ 就業規則を作成しているが、届け出て

いない。【×】 

□ 就業規則を作成していない。【×】 

□ 対象となる事業場がない。 

(2) 

短時間労働者について、正社員とは異なる労働条

件である場合には、短時間労働者に適用する就業規

則を作成し、労働者代表の意見書を添付して、労働

基準監督署に届け出ているか。変更した場合も同様

か。 

□ 就業規則を作成し、届け出ている。 

□ 就業規則を作成しているが、届け出て

いない。【×】 

□ 就業規則を作成していない。【×】 

□ 短時間労働者を雇用していない又は

正社員と同条件である。 

□ 対象となる事業場がない。 

２ 労働条件等の明示  

(1) 

労働者を雇い入れる際、労働条件について、労働

条件通知書、労働契約書、就業規則などの書面で明

示しているか。 

□ 明示している。 

□ 明示していない。【×】 

(2) 

短時間労働者を雇い入れる際、①昇給の有無、②

退職手当の有無、③賞与の有無、④短時間労働者の

雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口に

ついて、書面の交付又はファクシミリ若しくは電子

メールによる送信により当該短時間労働者に明示

しているか。 

□ 明示している。 

□ 明示していない。【×】 

□ 短時間労働者を雇用していない。 

(3) 

（平成 27 年 4 月 1日以降）短時間労働者を雇い

入れる際、事業主が実施する短時間労働者の雇用管

理に関する措置の内容について説明しているか。 

□ 説明している。 

□ 説明していない。【×】 

□ 平成 27 年 4 月 1 日以降に短時間労

働者を新規雇用していない。 

３ 労働時間  

(1) 
所定労働時間は、週 40 時間以内、１日８時間以

内としているか。 

□ 所定労働時間は、法定労働時間内で

ある。 
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□ 変形労働時間制を採用している。 

□ 所定労働時間が法定労働時間を超え

ている。【×】 

(2) 

変形労働時間制をとる場合（１か月以内の期間の労

働時間を平均し、週40時間以内とする場合など）は、

労使協定等によりその旨を定めているか。 

□ 定めている。 

□ 定めていない。【×】 

□ 変形労働時間制をとっていない。 

(3) 

次のような時間がある場合、労働時間として算定

しているか。 

①交替制勤務における引継ぎ時間 

②業務報告書等の作成時間 ③仕事の打合せ、会

議等の時間 

④参加が義務付けられている行事や研修等 

⑤出張先から次の出張先までの移動に必要な時

間 

□ 算定している。 

□ 算定していない。【×】 

(4) 

裁量労働制が適用されている人や管理監督者を

含め、労働時間は、タイムカード等の客観的な方法

その他適正な把握方法や適正な自己申告などに基

づき、適正に把握しているか。 

□ 適正に把握している。 

□ 適正に把握していない。【×】 

(5) 
休憩は、就業規則で定めた時間に、確実に取得さ

せ、かつ適法であるか。 

□ 適法に取得させている。 

□ 適法に取得させていない。【×】 

(6) 
休日は、毎週１回又は４週を通じて４回以上与え

ているか。 

□ 与えている。 

□ 与えていない。【×】 

(7) 

時間外労働・休日労働は、あらかじめ労働者代表

と締結し、労働基準監督署に届け出た労使協定の範

囲内で行わせているか。 

□ 労使協定の範囲内で行わせている。 

□ 労使協定の範囲内で行わせていな

い。【×】 

(8) 
(7)の労使協定（36 協定）は、法律による上限の

範囲内で締結しているか。  

□ 法律による上限の範囲内で締結して

いる。 

□ 法律による上限の範囲内で締結して

いない。【×】 

(9) 
短時間労働者を含む全ての労働者に労働基準法に

定める年次有給休暇を与えているか。 

□ 与えている。 

□ 与えていない。【×】 

(10) 

年次有給休暇が10日以上付与されている労働者（管

理監督者を含む）について、労働者ごとに、年次有給

休暇を付与した日（基準日）から 1年以内に 5日につ

いて、使用者が取得時季を指定して与えているか。 

□ 与えている。 

□ 与えていない。【×】 

４ 賃金  
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(1) 

賃金は通貨で、直接労働者に（同意に基づき金融

機関への振込みも可）毎月１回以上、定期に全額（税

金、社会保険料や賃金控除の労使協定に定めるもの

は控除可）を支払っているか。 

□ 支払っている。 

□ 支払っていない。【×】 

(2) 
全ての労働時間について最低賃金額以上の時間

給を支払っているか。 

□ 支払っている。 

□ 支払っていない。【×】 

(3) 

法定労働時間を超える時間外労働、休日労働及び

深夜労働をさせたときは、労働基準法上の割増賃金

を支払っているか。 

□ 支払っている。 

□ 支払っていない。【×】 

チェック項目 チェック結果 

5 法定帳簿  

(1) 

事業場ごとに、各労働者について（日雇労働者を

除く。）労働者名簿を作成し、記載すべき事項に漏れ

はないか。 

□ 労働者名簿を作成し、記載事項に漏れ

はない。 

□ 労働者名簿を作成しているが、記載事項に

漏れがある。【×】 

□ 労働者名簿を作成していない。【×】 

(2) 
事業場ごとに、賃金台帳を作成し、記載すべき事

項に漏れはないか。 

□ 賃金台帳を作成し、記載事項に漏れ

はない。 

□ 賃金台帳を作成しているが、記載事項に漏

れがある。【×】 

□ 賃金台帳を作成していない。【×】 

(3) 

労働者名簿、賃金台帳及び雇入、解雇、災害補償、

賃金その他労働関係に関する重要な書類は３年間

保存しているか。 

□ 保存している。 

□ 保存していない。【×】 

６ 労働安全衛生  

(1)-1 

常時 50 人以上の労働者が使用される事業場で

は、衛生管理者及び産業医を選任し、労働基準監督

署に届け出た上で、必要な職務を行わせているか。 

□ 選任、届出をし、必要な職務を行わ

せている。 

□ 選任、届出のいずれかを行っていな

い又は必要な職務を行わせていない。

【×】 

□ 対象となる事業場がない。 

(1)-2 

産業医を選任した事業者は、産業医に対して、時

間外・休日労働者が 1 か月あたり 80 時間を超えた

労働者の氏名・当該労働者に係る当該超えた時間に

関する情報等を提供しているか。 

□ 提供している。 

□ 提供していない。【×】 

(2) 常時 50 人以上の労働者が使用される事業場で □ 衛生委員会を設け、月１回以上行っ
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は、衛生委員会を設け、月１回以上行っているか。 ている。 

□ 衛生委員会を設けていない又は月１

回以上行っていない。【×】 

□ 対象となる事業場がない。 

(3) 

常時 50 人以上の労働者が使用される事業場で

は、心理的な負担の程度を把握するための検査（ス

トレスチェック）を実施し、１年以内ごとに１回、

定期に労働基準監督署に検査結果等報告書を提出

しているか。 

□ ストレスチェックを実施し、提出し

ている。 

□ ストレスチェックを実施しているが、提出

していない。【×】 

□ ストレスチェックを実施していな

い。【×】 

□ 対象となる事業場がない。 

(4) 

常時 10 人以上 50 人未満の労働者が使用される

事業場では、衛生推進者を選任し、必要な職務を行

わせているか。 

□ 衛生推進者を選任し、必要な職務を

行わせている。 

□ 衛生推進者を選任していない又は必

要な職務を行わせていない。【×】 

□ 対象となる事業場がない。 

(5) 
雇入時及び作業内容変更時に、労働者に安全衛生

教育を行っているか。 

□ 行っている。 

□ 行っていない。【×】 

(6) 
雇入時及び１年以内ごとに１回、常時使用する労

働者に対し、健康診断を行っているか。 

□ 行っている。 

□ 行っていない。【×】 

(7) 
健康診断の結果について、健康診断個人票を作成

して５年間保存しているか。 

□ 保存している。 

□ 保存していない。【×】 

(8) 

健康診断の結果、異常の所見があると診断された

労働者については、健康診断が行われた日から３か

月以内に、医師等の意見を聴いているか。 

□ 聴いている。 

□ 聴いていない。【×】 

(9) 健康診断の結果を労働者に通知しているか。 
□ 通知している。 

□ 通知していない。【×】 

(10) 

常時 50 人以上の労働者が使用される事業場で

は、定期健康診断を行ったときに、定期健康診断結

果報告書を労働基準監督署に提出しているか。 

□ 提出している。 

□ 提出していない。【×】 

□ 対象となる事業場がない。 

７ 法令等の周知  

(1) 

労働基準法、労働安全衛生法等の要旨を、 

①常時各作業場の見やすい場所に掲示し、又は備
え付けること 

②書面を労働者に交付すること 
③磁気ディスク等に記録し、各作業場に労働者が
当該記録の内容を常時確認できる機器を設置
すること 

□ 周知している。 

□ 周知していない。【×】 
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のいずれかにより、労働者に周知しているか。 

８ 雇用保険・社会保険  

(1) 
雇用保険の加入義務がある労働者について、適切

に加入手続を行っているか。 

□ 行っている。 

□ 行っていない。【×】 

(2) 
健康保険、厚生年金保険の加入義務がある労働者

について、適切に加入手続を行っているか。 

□ 行っている。 

□ 行っていない。【×】 

９ 障害者雇用 

(1) 

常時厚生労働省令で定める数以上の労働者を雇

用している事業主である場合は、障害者の雇用に関

する状況を公共職業安定所に報告しているか。 

□ 報告している。 

□ 報告していない。【×】 

□ 報告する義務がない 

(2) 

障害者雇用納付金の納付義務がある場合は、過去

２年度分の障害者雇用納付金（納付期限の到来した

もの）を納付しているか。 

□ 全て納付している。 

□ 納付していない障害者雇用納付金が

ある。【×】 

□ 納付すべき障害者雇用納付金がな

い。 

10 外国人雇用  

(1) 

新たに外国人を雇い入れた場合又はその雇用す

る外国人が離職した場合は、厚生労働大臣に外国人

雇用状況の届出をしているか。 

□ 届出をしている。 

□ 届出をしていない。【×】 

□ 外国人を雇用していない。 

※ 申請時以前に法令違反があった場合でも、申請時に、法令に則った手続等を内部規程

等で定め、申請時以降確実に法令が遵守される場合は、法令を遵守しているものとして

チェックをしてください。 

 


